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山田節夫
特許制度は誰にとって重要か
-パテントプレミアムの計測による特許制度の経済的評価
1.はじめに
本稿の目的は,パテントプレミアム(patent
premium)の計測を通して,特許制度の経済的
評価を試みることにある｡パテントプレミアム
とは, Arora, Ceccagnoli and Cohen [2003]に
よって定義されたもので,特許取得によってイ
ノベーションの価値が何倍高められているかを
示す｢乗数｣を意味する｡
現代の特許制度は,企業の研究開発を促進さ
せるための産業政策として機能している｡特許
権の付与は,企業の発明に排他的独占権を与え
ることでイノベーションの価値を高め,企業の
研究開発投資を刺激する作用をしている｡特許
制度が高めているイノベーションの価値を定量
的に計測することができれば,特許制度の経済
的評価を行う上できわめて有用な情報が得られ
ることになる｡
ただし,特許制度がどのような企業や技術分
野にとって重要であるかは,すでに特許性向
(propensityto patent)の調査を通して明らか
にされている｡先進国では,イノベーションの
専有手段として特許取得が有効であった割合を
直接企業に質問し,特許性向を計測した調査が
数多く行われている｡米国についてはMans丘eld
[1986],Levin et. al [1987],氾evorich et. al
[1995]らが,欧州についてはAmndel and Kabla
[1998], Brouwer　and　氾einknecht [1999]ら
が,特許性向の調査結果を利用した経済分析を
行っている｡
日本においても,科学技術庁科学技術研究所
[2000]がイノベーションの専有可能性(appro-
priability)に関する総合的な調査を実施してい
る｡これらのサーベイデータは,医薬･化学な
どの技術分野や規模の大きい企業において,特
許性向が高いという普遍的な傾向を明らかにし
ている｡特許性向が高い企業や技術分野では,
特許制度によって発明が保護されることによる
経済的利益を多く得ている,すなわちパテント
プレミアムが高いと考えることができる｡言い
換えれば,パテントプレミアムが高いからこそ,
複数の発明の専有手段の中で特許取得が選択さ
れる割合が大きいということができよう｡した
がって,特許制度の経済的評価は,既存の特許
性向を観察すればよいのであって,新たにパテ
ントプレミアムを計測することに大きな意義は
見出せないように思える｡
ところが,特許性向とパテントプレミアムは
必ずしも単純な比例関係にあるとは限らない｡
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Arora, Ceccagnoli and Cohen [2003]による企
業の特許選択に関するシンプルな経済モデルは,
特許性向がパテントプレミアムだけではなく,
イノベーションの価値,出願登録ラグ,特許費
用,特許価値の陳腐化率,割引率など,さまざ
まな要因に影響される可能性のあることを示唆
している｡すなわち,特許性向が高い企業や技
術分野において,必ずしもパテントプレミアム
が高いとは限らないのである｡パテントプレミ
アムは,特許制度の｢基数的｣な経済評価を可
能にするので,特許性向よりも優れた評価指標
と考えられる｡
本稿は,パテントプレミアムの計測を通して
特許性向の調査からは知ることのできない新た
な情報を得ようという試みであり,企業が合理
的にイノベーションの専有手段を選択している
という仮定が許容されるとき, ｢事後的｣に観
測可能なデータからパテントプレミアムの計測
が可能となることを示す｡
このような問題意識に基づき, 1985年に日本
の大手企業101社が日本の特許庁に登録した特
許データを,後藤･元橋[2005]によるⅠIP特
許データベース1)から収集し,それを13の技術
分野に分けてパテントプレミアムを計測した｡
計測の結果は次のようなものであった｡
第1に,パテントプレミアムは技術分野によ
って大きく異なっており,計測対象技術分野の
パテントプレミアムの加重平均は,出願登録期
間における特許保護の価値を考慮した場合で
1.74となった｡すなわち,特許制度はイノベー
ションの価値を74%ほど高めていることが明ら
かとなった｡
第2に,特許性向とパテントプレミアムは単
純な比例関係にあるのではなく,特許性向が同
じでもパテントプレミアムが大きく異なってい
る技術分野や,特許性向は低くてもパテントプ
レミアムは高い技術分野の存在することが確認
された｡
以下2.では,パテントプレミアムと特許性
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向の関係を分析し,パテントプレミアムの計測
方法を解説する｡パテントプレミアムを実際に
計測するためには,特許費用,特許価値,特許
性向,特許価値の陳腐化率を知る必要がある｡
これらのデータの計算･推計法は,特許費用に
ついては3.で,特許価値と特許性向について
は4.で,陳腐化率については5.でそれぞれ解
説する｡ 6.では陳腐化率の推計結果とデータ
ベースの基本統計量を概観し, 7.でパテントプ
レミアムの計測結果を報告する｡
2.特許性向とパテントプレミアムの
関係
特許取得は,企業の発明に排他的独占権を付
与するので,イノベーションの価値を高める作
用をする｡ここでは,ある特定技術分野におけ
る発明時のイノベーションの価値をが,特許取
得によってイノベーションの価値が何倍高めら
れているかを示す乗数をX,特許費用をCと表
そう｡企業がイノベーションの専有手段として
特許取得を選択する条件は, vx-V>Cである｡
つまり,特許価値㍑とイノベーションの価値
〃との差が,特許費用を上回っていることが条
件となる｡ガがArora, Ceccagnoli and Cohen
[2003]によって定義されたパテントプレミア
ム(patentpremium)に他ならない｡
特許取得によって高められるイノベーション
の価値は不確実であるとし,パテントプレミア
ムは次のような確率変数に従うと仮定しよう｡
X-FL+E, C～N(0, 1)　　　　　(1)
ここで, 〃はパテントプレミアムの期待値,
Eは標準正規分布に従う撹乱項とする｡撹乱項
Eの密度関数を¢( ),累積密度関数を¢( )
で表す｡ (1)式を特許取得が選択される条件㍑
-V>Cに代入して整理すれば,
E>2, I-旦+1-FL
〃
(2)
となる｡したがって,あるイノベーションにつ
いて特許が取得される確率αは,
α　=/;¢(E) dE-1-¢(I)　　　　(3)
と表すことができる｡特許取得確率αは,全
イノベーションに対して特許が取得される割合,
すなわち特許性向(propensityto patent)に対
応している｡
(1)式と(2)式からパテントプレミアムの条件付
期待値を計算すれば,
i-FL +十E¢(E) dE (4)
となる｡ (4)式右辺第2項は,標準正規分布にお
けるZ-(C/V)+1-FLを開催(threshold value)
とした切断正規分布(truncated nomal distribu-
tion)の平均値なので,
ElE I E,Z]-re柏) de-i空乾す
-¢[¢~1(1-α)]/α　　(5)
と書き換えることができる｡
図1は,特許性向とパテントプレミアムの条
件付期待値iの関係を図示したものである｡図
1には,平均ゼロで分散が1の標準正規分布を
描いてある｡いま,特許費用C,イノベーショ
ンの価値〃,パテントプレミアムの期待値〟
が所与のとき, (3)式から特許性向αが決まる｡
図1において,特許性向aは開催Z-(C/V)+1
-〟より大きい正規分布の面積に対応している｡
また, (5)式の平均値は,開催Z-(C/V)+1-FL
における切断分布の高さA-Bに対応している｡
パテントプレミアムの期待値〃が上昇し,開
催2-(C/V)+11LがAからCに低下したと
しよう｡それは,特許性向をαからα′に上昇
させるが, (5)式の平均値がA-BからC-Dに
低下するので,パテントプレミアムの条件付期
待値iを低下させる作用をする｡ (5)式をFLで微
分すると,
特許制度は誰にとって垂要か
∂E lE∂EpE 'Z] -[i阜紘]2[土器Pz-1 ]<0
(6)
となる｡切断正規分布の平均値は常に開催2-
(C/V)+1-FLを上回るので, (6)式の符号はマイ
ナスとなる｡
しかし,パテントプレミアムの期待値〃自
体が上昇しているので,それが(5)式の条件付期
待値の減少を凌駕し,最終的にパテントプレミ
アムの条件付期待値iは上昇する｡ (4)式をFLに
ついて微分すれば,
告-1･dE ledlpE 'Z]　(7)
となる｡ (6)式から, (7)式右辺第2項は負となる
が,開催Z-(C/u)+1-pが極端に大きくない
限り,この項の絶対値は1を下回る｡すなわち,
パテントプレミアムの期待値〟の上昇が原因
となって生じた特許性向αの向上は,パテン
トプレミアムの条件付期待値iの上昇に対応す
る｡こうしたケースでは,特許性向αとパテ
ントプレミアムの条件付期待値iに対応関係が
成立する｡
しかし,開催2-(C/V)+1-pの低下は何も
パテントプレミアムの期待値〟の上昇だけで
生じるわけではない｡たとえば,イノベーショ
ンの価値Vの上昇や特許費用Cの低下によっ
て開催Z-(C/u)+11Lが低下したケースを考
えよう｡開催2-(C/V)+1-FLの低下は,先と
同様に特許性向αを向上させるが, (5)式の平
均値もA-BからC-Dに低下する｡このケー
スでは,パテントプレミアムの期待値〃に変
化がないので,最終的にパテントプレミアムの
条件付期待値iは低下する｡ (4)式を特許費用C
とイノベーションの価値即で微分すれば,
∂d_　C
∂vl t)2
∂i_1
ac-u
[T空宕b]2[i#Z11] <0 (8)
[i空紘]2[1-1諾Pz] ,o (9)
となる｡このように,イノベーションの価値〃
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図1　特許性向とパテントプレミアム
<　　　Z-(C/V)+llFL
の上昇や特許費用Cの低下が原因となって生じ
た特許性向αの向上は,先のケースとは逆に
パテントプレミアムの条件付期待値iの低下に
対応する2)｡
以上の関係は,仮に開催Z-(C/u)+1-pの
同じ技術分野(したがって,特許性向αも同じ)
でも,イノベーションの価値V,特許費用C,
パテントプレミアムの期待値〃の組み合わせ
によっては,パテントプレミアムの条件付期待
値iが異なる可能性があることを示している｡
さらに,特許性向αが高くとも,パテントプ
レミアムの条件付期待値iは低いという｢逆転
現象｣が生じる可能性があることも示している｡
もしこうした現象が実際に生じているのであれ
ば,特許性向は必ずしも特許制度を正しく評価
しているとは言えない｡
ところで, viは特許を取得したイノベーシ
ョンの出願時における期待価値,すなわち特許
価値の平均値に対応している｡この平均特許価
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値を次のようにhで表す｡
h-VFL+V¢ [¢ ~1(1-a )]/a　　　　(10)
いま,特許性向a,平均特許価値h,特許費
用Cが何らかの方法で観測できるとしよう｡
このとき, (3)式と㈹式を連立させることにより,
イノベーションの価値〃とパテントプレミア
ムの期待値〟が計算され, (4)式と(5)式からパ
テントプレミアムの条件付期待値iを計測する
ことができる｡以下では,パテントプレミアム
の条件付期待値を計測するために必要なこれら
の変数をどのように計算,あるいは推計したか
を解説する｡
3.特許費用C
イノベーションの価値は時間とともに陳腐化
していくのに対し,日本の特許制度では特許の
更新に特許料が課される｡図2は,イノベ-シ
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図2　特許価値とイノベーション価値
特許出願 特許登録
ヨンの価値と特許価値が時間を通じて陳腐化し
ていく様子を描いたものである｡ここで,イノ
ベーションの価値〃は0時点に確定し,それ
以降陳腐化LE点まで価値が存続すると仮定
しよう｡したがって,特許を選択しない場合の
イノベーションの価値の時間経路は〃-Eとな
り,イノベーションの価値の累積は〃-E-0
で囲まれた面積となる｡
一方,特許が取得された場合,出願時の特許
価値を㍑で表すと,特許価値の時間経路は㍑
-A-B-D-Eとなり,特許価値の累積は㍑
-A-B-D-E-0で囲まれた面積となる｡特
許更新料(設定納付金･維持年金)がCから
出発する右上がりの直線で表されるとすれば,
特許価値と登録更新料(維持年金)が一致した
時点Bで特許権が放棄される(次の年の維持
年金が未納となる)｡
いま,割引率をβ,登録からt年後の特許更
新料(設定納付金,維持年金)をct,ある技術
分野におけるイノベーションや特許価値の陳腐
権利消滅
化率を8,出願･登録ラグをl,登録期間をS
で表せば,特許が取得される現実的な条件は,
I+s                I+s
∑ ㍑[β(1-∂津-∑ 〃[β(1-∂津
∫-1 ～-1
>∑ βl+tci
qi･‖
(川
I+s
となる｡ (ll)式の両辺を∑[β(1-8)]tで割って
∫-1
整理すれば,
ux-u>cl, Cl
1-β+β∂
β(1-8) [ll[β(1-8)]['S]
S
･ ∑ βl+tci
f-1
(12)
となり,特許更新料ct,割引率β,平均出願登
録ラグ7,平均登録期間Sが観測可能なデータ
なので,陳腐化率8がわかれば,特許費用cl
を計測することができる｡
(ll)式や(12)式では,特許保護の価値が出願時か
ら発生すると考えているが,現実には出願時か
ら登録時までと,登録時から権利消滅時までの
特許保護の価値は異なっていると考えられる｡
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日本では, 1971年に出願公開制度が導入され,
ほとんどの特許は権利の帰趨が不安定な期間に
直面するので,公開された特許の第三者による
実施を阻止するため,出願された特許には補償
金請求権が発生する｡しかし,補償金請求権は
公開から権利化までの特許価値をそれほど強く
保護しているとはいえない｡
なぜなら,出願人は特許権が登録されるまで,
第三者の実施に対して差し止め請求を行うこと
ができないし,出願登録期間における特許権の
侵害が認定されたとしても,特許権登録後に認
められるのはライセンス相当額の補償金にすぎ
ない｡また,あらかじめ出願人が第三者の不当
な実施を発見して警告書を送付しておく必要が
あるし,出願人自身がさまざまな費用を負担し
て特許権登録後に訴訟を起こし損失を回収しな
ければならない｡さらに,出願･公開時と登録
時の特許請求項(クレーム数)が異なることも
多く,登録設定前の実施行為に対する補償金請
求が簡単には容認されない場合もある｡
これに対し権利化後は,侵害停止請求権,倭
害予防請求権,損害賠償請求権,不当利益返還
請求権などが認められ,権利化前より手厚く特
許価値が保護されている｡このように,出願か
ら権利化までの期間における特許保護の価値は,
権利化後より著しく低いと考えられる｡
そこで本稿では,企業が出願から登録までの
期間に特許保護の価値は発生しないと考えて専
有手段の選択をしていると仮定した場合も計測
の対象とした｡出願から登録までの期間に特許
保護の価値は発生しないと考えた場合の特許価
値の時間経路は〃-F-A-B-D-Eとなるの
で,この場合の特許取得の条件と特許費用は,
I+s                 I+s
∑ 〃∬[β(1-♂)]`- ∑ 〃[β(1--∂津
t-I+1 i-I+1
S
>∑ βl+tci
f-1
(13)
I+s
となり,両辺を∑[β(1-∂津で割って整理す
t-1
れば,
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ux-V >C2,
1-β+β∂)
[β (1-8)]['1[11 [β (1-8)]l'S]ttJl
∑ βl+tcl
(14)
となる｡出願登録期間の特許保護の価値を考慮
するか否かは,特許費用の違いとなって現れる｡
cl/C2は, [β(1-8)]lとなるが,割引率や陳腐
化率は1より小さいので, cl<cZが成立する｡
すなわち,出願から登録までの特許価値を考慮
した場合の特許費用はそうでない場合より小さ
く,出願登録ラグが長い技術分野ほど,また陳
腐化率が大きい技術分野ほど,この乗離は大き
くなる｡
4.特許性向aと特許価値h
日本の特許性向に関する調査は, 1994年に科
学技術庁科学技術研究所[2000]によって実施
されているので,特許性向はこの調査から取得
した｡この調査は,特許性向に係わる質問項目
を記載した調査票を,研究開発を実施している
資本金10億円以上の企業1219社に送付し(回収
率52.7%),その回答を集計したものである｡
調査票は,イノベーションから得られる収益の
専有可能性(appropriability)を確保するうえ
で,どのような手段が有効であったかを尋ねて
いる｡企業が回答する専有可能性の選択肢とし
て, a.技術情報の秘匿, b.特許による保護, C.
他の法的手段, d.製品の先行的な市場化, e.
販売･サービス綱の保有･管理, f.製造設備や
ノウハウの保有･管理, g.生産,製品設計の
複雑性, h.その他,が挙げられ,製品イノ
ベーションと工程イノベーションについてそれ
ぞれ回答が求められている｡
調査の結果,海外の調査と同様に,日本にお
いても医薬や化学などの技術分野で特許性向が
高いことが明らかにされている｡また,産業全
体の特許性向の平均は,製品イノベーションで
37.8%であったのに対し,工程イノベーション
では24.8%であり,特許による工程イノベーシ
ョンの専有確保は相対的に有効ではないことも
わかっている｡
次に平均特許価値hは,権利消滅日と最終
維持年金から次のように計算した｡出願時の特
許価値は,時間の経過とともに陳腐化していく｡
日本の特許制度では,特許登録に設定納付金が
必要で, 4年目以降も登録を維持するためには,
維持年金を納める必要がある｡維持年金は3年
おきに段階的に上昇する｡企業は,登録更新時
の特許価値と維持年金が等しくなるまで登録を
継続していると考えられる｡ある技術分野にお
ける平均特許登録期間をS,出願から登録まで
の平均期間をl, S年に対応する維持年金をcs
とすれば,出願時の平均特許価値を, h-cs/(1
-♂)什∫と表すことができる｡維持年金,平均
出願登録ラグ,平均登録期間はいずれも観測可
能なデータなので,技術分野ごとの陳腐化率が
わかれば,出願時の平均特許価値を計測するこ
とができる｡
5.陳腐化率∂
特許価値の陳腐化率は,パテントプレミアム
を推計する上でもっとも重要な変数となる｡平
均特許価値hを計測するのに必要なばかりで
なく,特許費用Cを計測する際にも必要となる
からである｡アンケート調査などによる陳腐化
率のデータは存在するが,以下で述べるように,
本稿で選択した13の技術分野にこうしたサーベ
イデータを対応させるのは難しい｡そこで本稿
では,特許登録の更新率(残存率)データを使
ってパラメトリックな手法で陳腐化率を推計し
た以下のような先行研究を参考にした｡
特許価値の陳腐化率をパラメトリックな方法
で推計した代表的な研究に, Bosworth [1978],
Parks and Schankerman[1979] , Schankerman
[1998]がある｡これらの研究では,特許価値
の陳腐化率(rate of obsolescence of patent
特許制度は誰にとって重要か
value)を推計するのに,登録特許の残存率(re-
maining rate) ,あるいは更新率(renewal rate)
が用いられている｡ここで更新率とは,ある年
に登録された特許数のなかで,登録年からS
年後に権利が継続している特許数の割合を意味
する｡更新率は,登録期間が長くなるほど低下
し,登録期間に対して右下がりのカーブを描く
ことが知られている｡
Bosworth [1978]のアプローチは,更新率
データを登録期間で回帰し,その係数を陳腐化
率とみなすというきわめて単純なものである3)｡
しかし,このアプローチは,登録時の特許価値
の分布や登録更新料の変更が陳腐化率の推計に
影響してしまうという点で望ましくない｡登録
特許の更新率データは,企業の意思決定に基づ
いて生成されているものなので,次の2つの問
題を考慮する必要がある｡
第1に,仮に陳腐化率が同じでも,登録時の
特許価値の高い特許の登録期間は長くなる｡し
たがって,登録時の特許価値が相対的に高い分
野の陳腐化率は低めに,それが低い分野の陳腐
化率は高めに推計されてしまう｡第2に,現実
の日本の登録更新料は収支相償の原則4)により,
頻繁に改定されているので登録更新料が引き上
げられると登録期間が短くなり,陳腐化率は高
めに推計されてしまう5)｡
これらの問題を克服した推計モデルが, Parks
and Schankeman [1979] , Schankeman [1998]
によって提示された｡彼らは,特許登録の更新
決定に関する企業行動を考慮したモデルから,
陳腐化率を推計するための誘導方程式を次のよ
うに導出した｡
¢ -1[1-ys] -一票+Lln[co(1+g)S]
-a ln(1-8)S　(15)
ここで, ysは更新率, fLhとOhは特許価値分
布のパラメータ, gは登録更新料の成長率, S
は登録期間を意味する｡更新率,特許更新料,
登録期間は観測可能なデータなので, (15)式の係
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数推定値から,陳腐化率∂を割り出すことがで
きる｡ Parksand Schankerman[1979]は(15)式
の推計モデルを用い,フランス,イギリス,オ
ランダ,スイスの残存率と登録更新料のデータ
から,特許価値の陳腐化率を25%と推定した｡
Parks and Schankeman [1979]の陳腐化率
推計モデルは,登録時の特許価値の分布や登録
更新料が考慮された望ましいアプローチと言え
るが,日本へ適用を考えた場合,さらに次のよ
うな点を考慮する必要がある｡
第1に,日本における大手企業の登録更新の
意思決定は, 3年に一度離散的に行われている
場合が多いということである｡日本の大手企業
の場合,登録特許数が数万件にも及ぶため,特
許更新料(維持年金)が段階的に上昇する直前
にまとめて対費用効果が検討される場合が多い｡
企業の知財管理部ではこれを｢3年に一度の棚
卸し｣と呼んでいる｡日本の登録更新料(維持
年金)は, 3年に一度段階的に上昇するので,
個式のようなモデルを当てはめても,登録更新
料の係数1/ohが安定しない可能性がある｡こ
の係数が理論的符号条件を満たし有意に推計さ
れない限り陳腐化率を適切に推計することがで
きない｡
第2に,日本では諸外国に比べ出願登録ラグ
が異常に長く,時期や技術分野によって出願登
録ラグが異なっているため,陳腐化率の推計に
バイアスが生じてしまう｡陳腐化率や特許価値
を推計するために用いられる更新率のデータは,
出願登録ラグの影響を受けている｡たとえば,
出願登録ラグの長い特許が多い技術分野では,
登録時にすでに特許価値の陳腐化の激しい特許
が多く,そうでない技術分野に比べて特許消滅
時期が早くなり,更新率曲線の勾配は急になる｡
日本では出願登録ラグが諸外国に比べて著しく
長いので,出願登録ラグの影響を考慮していな
い個式の推計モデルを日本-適用することは望
ましくない6)｡登録年だけでなく出願年も同じ
特許の更新率の特許データを使えばこのような
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問題は回避できるが,特許データ数に制約が生
じ更新率の推移が安定しなくなるという不都合
がある7)｡
実際,本稿でも日本のデータを使って個式を
推計してみたが,すべての技術分野において
リーズナブルな推定値を得ることができず,統
計的有意性も確認することができなかった8)｡
そこで本稿で,このような日本特有の事情を考
慮するため,次のような離散的陳腐化率推計モ
デルを考えた｡
まず,ある技術分野の出願時の特許価値h
が,
1n h-FLh+e, e～N(0, 6g)　　　(16)
のような対数正規分布に従っていると仮定す
る9)｡出願から登録までの期間をIi,登録更新
の意思決定は3年おきに離散的に行われると仮
定し, q-3,6,9,12とする｡出願登録ラグIi
は,特許によって異なっている｡出願からIl+
q年経過した特許が登録からq+ 1年にも権利
を継続する条件は, q+ 1年に段階的に上昇す
る維持年金より, lz･+q時の特許の残存価値が
上回っている必要があるので,
h(1-8)li+q>cq+1, q-3, 6, 9,12 (17)
と表すことができる｡
(17)式の両辺に対数をとり(16)式の関係を使えば,
登録が更新される条件は,
孟≧Z(li, q), I(l" q)-al.ncq･1-(li･q)
･n(1-8)--] (18)
となる｡いま, i番目の特許の登録期間をsiと
し, 1から5の値をとる変数S,'を次のように
定義しよう｡
sly-
11f3≧si
2 1f3<si≦6
3 1f6<sl≦9
4 1f 9<si≦12
5 lf 12<si
したがって,個々の特許がそれぞれの登録期
間内で権利を消滅させる確率は,
Pr(S,*-1) -Q lz(li, 3)]
Pr(S,*-2) -¢ [Z(li, 6)] -¢ [Z(li, 3)]
Pr(S,'-3) -¢ [Z(I,, 9)] -¢ [Z(l,I, 6)]
Pr(S,*-4) -¢ [Z(lz･, 12)] -¢ [Z(li, 9)]
Pr(sl*-5) -1-¢ [Z(li, 12)]　　　(19)
となるので,対数尤度関数を,
〟   5
1(8, FLk, Ok)-∑ ∑ log[Pr(S,～-j)]
∫-1ノ-1
･0 (sl+-j)
(2 0)
と書くことができる｡ここで, ♂( )はイン
ジケーター関数で引数が真のときは1,偽のと
きは0となる関数である｡この対数尤度関数を
最大化するパラメータp, oh, 8を最尤法によ
って推計し,陳腐化率を推定した10)｡
6.データと陳腐化率の推計結果
本稿では, 1985年に日本の大手企業101社が
日本の特許庁に登録した11193件の特許データ
を用いてパテントプレミアムの計測を行った｡
特許データは,後藤･元橋[2005]によるⅠIP
特許データベースから取得した11)｡登録特許の
取得年時を1985年としたのは, ⅠIP特許データ
ベースのデータ取得年が1964年1月～2004年1
月なので, 1985年の登録特許を収集すればすべ
ての特許に権利抹消日が付随するからである｡
先の理論モデルでは,ある技術分野における
単一のイノベーションを想定したので,計測対
象とする技術分野はできるだけ細分化したほう
が望ましい｡しかし,技術分野をあまり細分化
すると,取得できる特許データ数が減少してし
まう｡そこで, ⅠIP特許データベースがIPC
コードをもとに独自に分類した33分類のitc
コードを利用した｡
IPCコードのセクションは8分類なので,こ
れを使うよりitcコードを使った方が技術分野
特許制度は誰にとって重要か
を絞り込むことができる｡日本の大手企業101
社が1985年に登録した特許を33に分類し,およ
そ300以上の登録特許が取得できた13の技術分
野を計測の対象とした｡ただし,医薬分野は特
許性向が著しく高く特徴的な技術分野なので,
登録特許数は300を割り込んだが推計の対象と
した｡
特許性向は,科学技術庁科学技術研究所
[2000]による特許性向の技術分類をこの13の
技術分野に対応させ,製品イノベーションと工
程イノベーションの加重平均を計算して算出し
た｡特許費用clやC2を計算するための設定納付
金や維持年金は,特許庁『工業所有権法規沿革
(Ⅰ巻～Ⅴ巻)』より, 1985年に登録された特許
が支払った当時の特許料を調べた(表1)｡割
引率は, 1985年～2000年の10年物国債利回りか
ら算出した｡
表2は,陳腐化率の推計とパテントプレミア
ムの計測に用いたデータの基本統計量を示した
ものである｡ IPCセクションは, A;生活必需
品, B;処理操作･運送, C;化学･冶金, F;
機械工学･照明･加熱･武器･爆破, G;物理
学, H;電気の6種類であるが,これをさらに
表1　維持年金(1985年登録)
権利存続 期間(午) ?ｸ鰮D霎?%?ｨ冷?
1 田??
2 田??
3 田??
4 ?c??
5 ?c??
6 ?c??
7 ?#??
8 ?#??
9 ?#??
10 塔???
ll 塔???
12 塔???
13 ?s???
14 ?s???
15 ?s???
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表2　データベースの基本統計量
技術分野 儖ｩWｮﾙfﾇﾇﾉWbr囘b杏ﾈﾇﾅHﾇｈﾇﾂU%HﾇﾉF噸嬰b      
セ琵?ンitc対応ⅠPC内容 
A5A61K医薬品 緜Cr#ゅSS纉ビ        
6BOl～BO9処理,分離,合混 紊3b緜sゅS#"緜"纉c33"    
B8B24-B32芸若君料加工, sb縱唐S22經cC       
･oB60-B64芸若君道,船舶, 澱緜cゅC2#偵#33       
13CO7,AOIN有機化学,農薬 紊r纉sゅ#繝Sb          
14CO8高分子 C15CO9-C11芸濃覧染料, 3r經Sゅ鉄RScSS迭       
0.387.079.042.8218.45344 
F23芸251～FO4,i/I妄完ボン cr唐C2經#SゅSCッ      
24F16-F17機械要素 3b縱sゅS#2#經#        
27GO1-GO3悪霊諾学.級 Cr繝CゅSc"SB紊Ss        
G28GO4-GO8芸計.制御.計算 紊Sr3偵#"緜c偵33C       
29GO9-G12霊孟●音響.情報 途經#ゅC2sCR繝32       
H31≡0.三～HO2,電気.電子部品, 半導体 cr紊Cゅピ"纉s#B紊S33cb   
itcコードによって細分化して13の技術分野を
推計の対象とした｡
こうした技術分野ごとの特許性向を観察する
と, itc5 (医薬品)で0.64ともっとも高く, itc
24 (機械要素)で0.33ともっとも低いことがわ
かる｡登録特許数で加重して平均した技術分野
全体の特許性向は0.36となった｡平均出願登録
ラグは,技術分野によってばらつきがあること
がわかる｡また,平均登録期間も出願登録ラグ
ほどではないが一様ではない｡特許費用はほと
んどの技術分野において数万円という単位であ
るが,これは割引率や陳腐化率を考慮した(8)式
や(10)式の計算結果だからである｡
表3は, (20)式で表される対数尤度関数を最大
化して求めた陳腐化率や確率分布のパラメータ
の推計結果である｡すべての技術分野において
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パラメータの期待された符号条件は満たされ,
itc5 (医薬品)とitc24 (機械要素)の〃を除
き,統計的な有意性も確認され,係数の安定性
も高かった｡利用した各技術分野の登録特許数
で陳腐化率を加重平均すると21%となり,Parks
and Schankeman [1979]が推計した25%と大
きく異ならない数値となった｡陳腐化率はitc
28 (時計･制御･計算機)でもっとも低く, itc
14 (高分子)でもっとも高い結果となった｡
7.パテントプレミアムの計測結果
表4は,以上のような方法で計測した各技術
分野別のパテントプレミアムを示したものであ
る｡パテントプレミアム1は出願登録期間の特
許保護の価値を考慮した特許費用clを用いて計
特許制度は誰にとって重要か
表3　陳腐化率の推計結果
技術分野  
セ三号ミンitc対応ⅠPC内容 )XX峪zcよ霧WF尾踐E6ﾗﾆR       
A5A61K医薬品 2｢｣縱#b｢｢ﾓ3s          
(0.08)(1.48)(0.26) 
6BO1-BO9処理,分離,合混 8B24-B32切断,材料加工, い｣"紊r｣縱b｢｢ﾓS33"      
(0.08)(1.38)(0.37) 
0.26**3.93**2.10**-982648 
B積層体 茶??茶?CR茶?3r?
10B60-B64車両,鉄道,船舶, R｢｣2縱B｢｣"弔｢ﾓSツ3     
飛行機 茶??茶?迭茶?S"?
13CO7,AOIN有機化学,農薬 14CO8高分子 r｢｣"｢｣紊｢｢ﾓs#CSb        
(0.04)(0.66)(0.14) 
0.34**6.21**1.96**-791595 
C 茶??茶?SR茶?#ｒ?
15CO9-C11組成物,染料, ｢｣紊"｢｣｢｢ﾓS3CB          
石油化学 茶r茶"B茶R㏣鈒    
23FO1-FO4,エンジン.ボン 弔｣B緜b｢｣"紊"｢｢ﾓsc#Cッ   
F15プ.工学一般 茶茶""茶經r      
F24F16-F17機械要素 ｢｣2C"B｢｢ﾓCCC#       
(0.12)(2.16)(0.68) 
27GO1-GO3測定.光学.写真. r｢｣"經｢｣紊"｢｢ﾓ#Cs          
複写機 茶2茶經2茶貳ﾂ鋂    
28GO4-GO8時計.制御.計算 "｢｣繝｢｣紊｢｢ﾓ#C            
G機 茶??茶??茶???
29GO9-G12表示.音響.情報 r｢｣Bい｣纉r｢｢ﾓS332         
記録 茶??茶??茶?#b?
31HO1-HO2,電気.電子部品, ｢｣2紊2｢｣緜R｢｢ﾓCゴC33cb     
HHO5半導体 茶??茶?S?????
算したもの,パテントプレミアム2はそれを考
慮しないで特許費用C2を用いて計算したもので
ある｡
技術分野ごとのパテントプレミアムの条件付
期待値を特許数によって加重平均すると,パテ
ントプレミアム1の定義(PMl)で1.74,パ
テントプレミアム2の定義(PM2)で2.06と
なった12)｡また,技術分野によってパテントプ
レミアムの条件付期待値に違いのあることがわ
かる｡ Arora, Ceccagnoli and Cohen [2003]
は,本稿とはまったく異なったアプローチによ
るものではあるが,米国の19の技術分野におけ
るパテントプレミアムの平均値を2.25と推定し
た13)｡ただし,彼らの推計結果は本稿によるも
のほど技術分野によるパテントプレミアムの値
に大きな違いは観察されず,この点で本稿の計
測結果とは異なっている｡
日本の出願公開制度の下では,出願登録期間
にも補償金請求権が発生するので,権利化後よ
り特許保護の価値は低いとはいえ,まったく特
許保護の価値が発生していないと考えることは
できない｡だからといって,この期間に権利化
後と同様の保護の価値が発生していると考える
こともできない｡したがって,実際のパテント
プレミアムは1.74-2.06の中間に位置している
と推測される｡
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表4　パテントプレミアムの計測結果
技術分野 ｹiｸﾏﾂ;パテントプレミアム1 (pM1) 6X986x7h8ﾈ78"ﾓ"             
セ買冒ンitc対応IPC内容 刳咜ﾒ値p孟誌 弍ｩ)&ﾇYDb    
A5A61K医薬品 緜B1.492.08 "經      
6BO1-BO9処理,分離,合混 紊20.901.81        
B8B24-B32冨芸,材料加工,積 r0.411.63 經繝       
･oB60-B64芸諾道,船舶, 0.471.65 緜S繝2      
13CO7,AOIN有機化学,農薬 紊0.821.78 B        
14CO8高分子 C15CO9-C11組成物,染料,石 油化学 20.571.66 緜s縱b      
0.38 縱S縱B1.032.03    
F23≡ごま～FO4,;妄完●ポンプ. b0.641.69 縱繝B      
24F16-F17機械要素 20.591.69 繝纉      
27GO1-GO3芸諾学.写真. B0.661.73 C"貳ﾂ      
G28GO4-GO8時計.制御.計算機 紊R1.081.95 繝#"緜    
29GO9-G12霊示.音響.情報記 0.461.64 緜C繝       
H31:Z三～HO2,電気.電子部品, 半導体 b0.681.71 纉S纉      
パテントプレミアムの条件付期待値がもっと
も大きい技術分野は, PMlでitc5 (医薬品)
の2.08, PM2でitc28 (時計･制御･計算機)
の2.69であった｡逆にそれがもっとも小さい技
術分野は, PMlでitc8 (切断･素材加工･積
層体)の1.63, PM2でitc14 (高分子)の1.76
であった｡
図3と図4は,特許性向とパテントプレミア
ムの相関をみたものである｡全体的傾向として
特許性向が高い技術分野ほどパテントプレミア
ムも高いといえるが,同じ程度の特許性向でも,
パテントプレミアムがかなり異なっている技術
分野も見受けられる｡たとえばPMlで, itc6
(処理･混合･分離)の特許性向は0.43, itc28
(時計･制御･計算機)のそれは0.45でその差
は0.02にすぎないが,前者のパテントプレミア
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ムは1.81,後者のそれは1.91で0.1の差が観察さ
れた｡同じ技術分野間のPM2では,このパテ
ントプレミアムの差がより明瞭となっている｡
PM2では, itc6 (処理･混合･分離)のパテ
ントプレミアムが2.18, itc28 (時計･制御･
計算機)のそれが2.69で, 0.51の差が観察され
た｡
イノベーションの価値に対する特許費用の割
令(C/V)は, itc6 (処理･混合･分離)で0.65,
itc28 (時計･制御･計算機)で0.94であった｡
しかし,パテントプレミアムの期待値〃はそ
れぞれ1.28と1.82であった｡したがって,開催
I-(C/V)+11Lはそれぞれ0.17と0.12で大き
な差がないため,特許性向が0.43(-1-¢
(0.17))と0.45(-1-¢(0.12))のように近接し
た数値となっている｡つまり,開催Z-(C/V)
図3　パテントプレミアム1と特許性向の相関
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+1-〃と特許性向αがほぼ同じでも,イノ
ベーション価値V,特許費用C,パテントプレ
ミアムの期待値〃の組み合わせによっては,
パテントプレミアムの条件付期待値iが異なる
可能性があるという2.でみた理論的な予見が確
認されたことになる｡同じような現象は, PM
2のitc23 (エンジン･ポンプ･工学一般)と
itc27 (測定･光学･写真･複写機)において
も確認される｡
さらに,特許性向とパテントプレミアムの
｢逆転現象｣も,いくつかの技術分野問で観察
されている｡たとえば, PM2でitc5 (医薬
品)の特許性向は0.64でitc28 (時計･制御･
計算機)の0.45より大きいが,パテントプレミ
アムの条件付期待値は, itc5 (医薬品)で2.59,
itc28 (時計･制御･計算機)で2.69なので,
後者のほうが大きい｡また, PMlのitc23
(エンジン･ポンプ･工学一般)とitc29 (秦
示･音響･情報記録)においても,その差は小
さいが同様な｢逆転現象｣が生じている｡
以上のように,特許性向とパテントプレミア
ムは単純な比例関係にあるのではなく,パテン
トプレミアムの計測は,特許性向の調査からは
得ることのできない新たな情報を付加すること
がわかった｡
特許制度は誰にとって重要か
図4　パテントプレミアム2と特許性向の相関
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8.おわりに
特許制度はどのような技術分野にとって重要
かを客観的に判断するため,本稿ではパテント
プレミアムの計測を試みた｡パテントプレミア
ムは,特許法が生み出している経済的価値を具
体的に計測したものということができ,パテン
トプレミアムの計測は既存の特許性向を観察す
るだけでは推測することのできない特許制度の
｢基数的｣な経済的評価を可能にした｡
計測の結果,技術分野全体の平均パテントプ
レミアムは,出願登録期間における特許保護の
価値を考慮した場合で1.74,それを考慮しない
場合で2.03となった｡また,特許性向とパテン
トプレミアムは必ずしも比例関係にあるわけで
はなく,同程度の特許性向を持つ技術分野間に
おいて,パテントプレミアムが相当異なってい
るケースが観察されたり,特許性向は相対的に
高くともパテントプレミアムは低い｢逆転現
象｣が観察されたりした｡
こうした結果は,特許制度の経済的評価を行
う上で,パテントプレミアムの計測が特許性向
からは得られない重要な情報をもたらすことを
意味している｡ただし,本稿の計測法にはさら
に改善を必要とする次のような課題が残されて
いる｡
第1に,パテントプレミアムの確率分布にお
105
ける標準偏差げは,どのようなサーベイデー
タからも推測することができないため,すべて
の技術分野において1を仮定した｡特許保護の
｢確実性｣は技術分野によって異なっていると
予想されるが,技術分野ごとに異なった標準偏
差げを適用することができれば,パテントプ
レミアムを計測することの意義は一層高まると
考えられる
第2に,パテントプレミアムの計測に必要な
データのほとんどを1985年に登録された特許情
報から収集していながら,特許性向だけは1994
年の調査を利用せざるを得なかった｡本来は,
特許性向の調査時点近傍の特許データを収集す
ることが望ましい｡本稿のパテントプレミアム
の計測において,特許価値の陳腐化率が決定的
に重要な役割を演じていた｡陳腐化率の推計を
的確に行うためには,存続期間の満了した特許
データを取得できる時点まで遡及する他はなか
った｡このようなデータ収集時点の差異は,パ
テントプレミアムの計測にバイアスをもたらし
ている可能性のあることに注意する必要がある｡
以上は今後の課題としたい｡
注
1)日本では, Hall, Jaffe and Trajtenberg [2000]
によるNBER Patent-Citation Data丘leのような
特許データベースが存在しなかったため,日本
の特許庁に登録された特許データを利用した経
済学的分析はほとんど行われてこなかった｡し
かし, SBIインテクストラ株式会社は｢StraVi-
sion｣と呼ばれる特許データベースを開発して
2005年6月に公開した｡また,後藤･元橋
[2005]は2005年10月に財団法人･知的財産研究
所から｢ⅠIP特許データベース｣を公開した｡こ
れらのデータベースの開発により,日本でも産
業全体の特許データを用いた本格的な経済分析
が可能となった｡これらのデータベースを利用
した最近の実証分析に,特許ストックの作成を
試みた山田[2007,2008],特許ストックと企業
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価値の関係を分析したNakanishi　and Yamada
[2007],審査請求制度を分析した山内･長岡
[2007]がある｡
2)ただし,特許費用の低下やイノベーションの価
値の上昇により,パテントプレミアムの条件付
期待値は低下するが,イノベーション単位当り
の期待収益7Tは増加する｡イノベーション単位
当りの期待収益は,
7r-α(vi -C)+(1-α)V
と表すことができ,本文の(3)式と(4)式を代入し
て整理すれば,
7T-u[¢ (I)I-I+¢ (I)+1]
を得る｡この式を特許費用Cや即で微分すると,
87r/ac--a/V, 87r/av-ca/V2
となる｡
3) Bosworth[1978]のアプローチによって日本に
おける知識の陳腐化率を推計したものに,後藤
他(1986)がある｡
4)収支相償の原則とは,出願数や登録数が増加し
て各種の特許料収入が増えた場合には各種特許
料を引き下げ,逆の場合には引き上げる,とい
う原則を意味する｡
5)ただし,登録更新料のプロファイルに変化がな
かった同登録年コーホートの特許を用いれば,
この間題は生じない｡
6) Shankeman [1998]はフランスの特許更新率の
データから,特許価値の分布を推計しているが,
フランスでは1967年まで無審査主義を採用して
おり,特許出願は方式審査のみで登録されてい
た｡ 1968年の制度改定で,出願人に先行技術文
献に関するサーチレポートの提出を義務付ける
ようになったものの,当時のフランスでは出願
登録ラグが相当短かかったと予想される｡
7 ) Parks and Schankeman [1979]の陳腐化率推
計モデルの被説明変数は,登録期間ごとの残存
率がベースになっている｡したがって,存続期
間の満了が15-20年なので,推計のサンプル数
は15-20と極めて少ない｡そこで, Schankeman
[1998]は複数年の登録コーホートを用いサンプ
ル数を増やして推計している｡
8)中島･新保[1998]も,日本の特許庁に登録さ
れた各年の全登録特許の残存率を用いて(16)式を
推計したが,符号条件は満たされたものの,パ
ラメータの有意性は著しく低い結果となってい
る｡
9) 2.で述べたモデルとの整合性でいえば,特許価
値の分布は,平均〃と標準偏差♂の正規分布
における, C/V+1を開催(threshold value)と
した切断正規分布となるが,左側に偏った分布
という点では類似しているので,ここではこれ
を対数正規分布で近似させた｡
10)平均特許価値は, h-exp(FLh+CZ/2)からも推計
することができる｡この平均特許価値を用いた
パテントプレミアムの推計も行ってみたが,数
値のレベルに違いがみられたものの,相対関係
は変わらなかった｡
ll) ⅠIP特許データベースは, 6種類のCSVファイ
ルで提供されており,利用に際しては必要な
データをこれらのファイルから組み合わせる検
索システムを作成する必要がある｡本稿では,
出願人ごとに必要なデータをそれぞれのファイ
ルから収集するシステムを作成して利用した｡
12)数値の大きさをパテントプレミアム1とパテン
トプレミアム2で比較すると,すべての技術分
野において,パテントプレミアム2の方が大き
い｡これは,出願登録期間における特許保護の
価値を考慮した場合の特許費用clは,それを考
慮しない場合の特許費用C2より小さい(cl<C2)
ためである｡すなわち,特許費用が高いと,閥
値(C/V)+1-pも大きくなるため,同じ特許性
向に対応するためには,パテントプレミアムの
期待値が小さく計測されなければならないから
である｡
13) Arora, Ceccagnoli and Cohen [2003]の推計法
は,観測された特許性向を5ランクに分割し,
各企業の特許性向を,この5ランクのダミー変
数とその他のコントロール変数で回帰し,推定
されたダミー変数のパラメータからパテントプ
特許制度は誰にとって重要か
レミアムを計測する,というものである｡
参考文献
Arora, A, Ceccagnoli, M. and Cohen, WM.[2003]
"R&D andthe Patent Premium." NBER Work-
ing Paper Sbries, No.9431.
Arundel, hand Kabla, Ⅰ. [1998] `-What Percentage
of Innovationsare Ptented? Empirical Estimates
for European Firms." Research Policy, 27, 1271
141.
Bosworth, D.L., [1978] "ne Rate of Obsolescence
of Technical Knowledge-A Note." Journal of In-
dustrial Economics, 26, 2731279.
Brouwer, E. and Kleinknecht, A [1999] "Innovative
Output, and a Firm's Propensityto Patent.An
Exploration of CIS Micro Data." Research Policy,
28, 615-624.
Hall, B.H, Jaff, A and Trajtenberg, M. [2000] ``¶le
NBER Patent Citation Data File :Lessons, In-
sights and Methodological Tools," NBER Work-
ing Papw Sbries, No.8498.
Hall, B.H, Jaff, A and Trajtenberg, M. [2005] "Mar-
ket valueand patent citations." RAND Joumal of
Economics, 36, 16-38.
Faevorick, A.K. [1995] "On the Sources and Signi丘-
Cance of Interindustry Difference in Technologi-
cal Opportunities." Research Policy, 24, 1851205.
Levin, R.C., et.al l1987] "Appropriating the Returns
from Industrial Research and Development."
Brookings Papw on Economic Activity, vol.3,
783-831.
Mans丘eld, E. [1986] "Patent and innovation :血em-
pirical study.''Management Science, Feb, 173-
181.
Nakanishi, Y. and Yamada, S. [2007] "Market Value
and Patent Qualityin Japanese Manufacturing
Fims." Mimeo.
Parks, A and Schankerman, M. [1979] "The Rate of
Obsolescence of Knowledge, Research Gestation
107
I.ags, andthe Private rate of Returnto Research
Resources." NBER Working Paper Series, No.
346.
Schankerman, M. [1998] "How Valuable is Patent
Protection? Estimates by Technology Field."
LL4ND Joumal of Economics, vo1.29, no.1, 77-
107.
科学技術庁科学技術政策研究所[2000] 『サーベイ
データによるイノベーション･プロセスの研究
一日本側調査結果の概要』｡
後藤晃･本城昇･鈴木和志･滝野沢守[1986] ｢研究
開発と技術進歩の経済分析｣内閣府経済社会研
究所『経済分析』第103号｡
後藤晃･元橋一之[2005] ｢特許データベースの開発
108
とイノベーション研究｣ 『知財フォーラム』 Ⅵ)1.
63｡
中島隆信･新保一成[1998] ｢企業R&Dによる労働
需要への影響について｣ 『三田商学研究』 41巻,
第4号｡
山内勇･長岡貞男[2007] ｢審査請求制度の経済分
析｣知的財産研究所編『特許の経営･経済分析』
第14章　雄松堂出版｡
山田節夫[2007] ｢知財収益率推定の論理-パテント
ストックと企業価値-｣ 『日本知財学会誌』 Ⅵ)1.
3, N0.2｡
山田節夫[2008] ｢日本におけるPatent stockとCita-
tion stockの作成-HJTモデルの日本への適用
-｣内閣府経済社会研究所『経済分析』第180号｡
